
２．勘定別
\ 貸借対照表(平成22年３月31日) （単位：円）

科 目 畜 産 勘 定 野 菜 勘 定 砂 糖 勘 定 でん粉勘定 補給金等勘定 肉用子牛勘定 債務保証勘定 調 整 法 人 単 位

資産の部
Ò 流動資産
現金及び預金 204¶685¶739¶229 19¶325¶186¶591 1¶447¶046¶120 443¶588¶048 26¶671¶360¶644 87¶833¶233 42¶734¶515 252¶703¶488¶380

有価証券 1¶600¶000¶000 6¶298¶428¶918 0 0 0 0 0 7¶898¶428¶918

仮払金 0 106¶849 0 0 0 0 0 106¶849

未収収益 121¶361¶448 193¶884¶840 202¶574 50¶794 9¶668¶189 97¶515 53¶955 325¶319¶315

未収金 4¶762¶404 1¶280¶143 576¶964¶846 1¶373¶855¶304 249¶765¶828 776¶902 1¶886 2¶207¶407¶313

その他の流動資産 0 0 0 0 0 260¶695¶108 0� 260¶695¶108 0

流動資産合計 206¶411¶863¶081 25¶818¶887¶341 2¶024¶213¶540 1¶817¶494¶146 26¶930¶794¶661 349¶402¶758 42¶790¶356� 260¶695¶108 263¶134¶750¶775

Ó 固定資産
有形固定資産
建物 199¶358¶391 27¶452¶388 103¶787¶794 458¶599 0 0 0 331¶057¶172

減価償却累計額（�） � 35¶516¶874� 9¶271¶609� 20¶370¶917� 3¶438 0 0 0 � 65¶162¶838

車両運搬具 18¶962¶576 2¶960¶711 3¶903¶900 0 0 0 0 25¶827¶187

減価償却累計額（�） � 10¶037¶635� 2¶664¶640� 1¶215¶087 0 0 0 0 � 13¶917¶362

工具器具備品 45¶140¶448 79¶048¶394 24¶840¶854 7¶495¶114 0 107¶927¶790 0 264¶452¶600

減価償却累計額（�） � 16¶760¶074� 47¶519¶995� 11¶051¶538� 2¶830¶942 0� 73¶541¶555 0 � 151¶704¶104

土地 239¶797¶615 60¶600¶000 72¶300¶000 0 0 0 0 372¶697¶615

有形固定資産合計 440¶944¶447 110¶605¶249 172¶195¶006 5¶119¶333 0 34¶386¶235 0 763¶250¶270

] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注４）
参照）。

（単位：百万円）

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 252¶703 252¶703 `

] 有価証券及び投資有価証券

{ 満期保有目的の債券 110¶010 113¶948 3¶937

^ 短期借入金 (66¶322) (66¶322) (`)

_ 未払金 (29¶862) (29¶862) (`)
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（注１） 単位未満を切り捨てて記載しております。
（注２） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注３） 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

\ 現金及び預金、^ 短期借入金、_ 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

] 有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。なお、
保有目的ごとの有価証券に関する注記は、「４ 有価証券関係」を参照下さい。

（注４） 非上場株式（貸借対照表計上額1¶415百万円）及び関係会社株式（貸借対照表計上額
8¶146百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどが
できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしてお
りません。

８ セグメント情報
すべての勘定は、それぞれ単一セグメントによって事業を行っているため、開示すべきセグメン
ト情報はありません。
９ 重要な債務負担行為
該当事項はありません。

10 重要な後発事象
該当事項はありません。

７ 金融商品関係
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、短期的な資金運用については独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、金融機
関への定期預金等で行っております。また、１年を超す資金運用については、同規定等に基づき
国債・地方債等で行っております。
なお、交付金の支払資金の一時不足となる場合に、主務大臣により認可された借入限度額の範
囲内で、金融機関からの借入により資金を調達しております。
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